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関東・東海地域地殻活動観測網における振動
継続時問を用いた地震マグニチュードの決定
石田瑞穂＊ ・立川真理子＊＊
国立防災科学技術セソター
Determimtion　ofEarthquake　Magnitude　fmm　Tota1
Duration　Time　ofSeismic　Waves　in　the　Kanto－Tokai
　　　　　　　Obse岬ationa1Network　of　the　NRCDP
　　　　　　　　　　　　　　　By
Mizuho　Ishida　md　M趾iko　Tatsukawa
Mゴ㎝α1R舳肋Cε〃α伽〃∫舳ア〃舳〃1・・，切伽
Abs血act
　　　In　May1980，twenty－six　seismic　stations　were　ope正ating　under　the　Kanto－Tokai　ob－
se岬ationa1netwo正k　of　the　National　Research　Center　fo正DisasteエPエevention（NRCDP）．
Au　of　the　data　from　these　stations趾e　being　te1emetered　to　the　NRCDP　and　have　been
l＝outine1y　processed　since1979．
　　　By　using　those　data，a1ineaI　re1ation　between1og趾ithmic　tota1duration　time　of
seismic　waves（F－P　time）and　eaエthquake　magnitude　determined　by　the　Japan　Meteo正o－
1ogica1Agency（JMA）was　obtained　for　the　eighteen　stations　that　had　been　in　operation
since　July1979，The　ea』＝thquakes　ana1yzed　aIe　those　which　occurred　during　the　period
bounded　by1atitudes33．7oN　and37，3oN，and1ongitudes136．ブC　and141，7oE　by　the
JMA・Theh　magnitudewas　dist正ibuted丘om1・7to5・7in　JMA　magnitude　sca1e（MJMA）。
JMA・The廿mag・it・d・w・・di・t工ib・t・df・・m1・7t・5・7i・JMAmg・it・d・…1・（MJMA）．
　　Theエe1ations　between　F－P　time　and　magnitude　obtained趾om　seismogIams　of　diffeI－
ent　sensitivities　and　persona1ermrs　in　reading　F－P　times　weエe　examined．It　is　conc1uded
that　the　re1ations　obtained　in　this　study　aIe　app1icab1e　to　a　wide正ange　of　magnitude
from1．7to5．7．Thismethod　is　not　on1y　simp1e　and　convenient　but　a1so　veエy　re1iab1e　foエ
the　estimation　of　the　magnitude　of1ocal　earthquakes．
＊第2研究部
＊＊第2研究部地震活動研究室
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　The　re1ations　between　magnitude　and　F－P　time　obtained　in　the　present　study　have
been　used　for　the　deteImination　of　F－P　magnitude　in　the　routine－base　data　processing
at　the　NRCDP．Those　re1ations　wi11be　examined　also　for　the　stations　new1y　estab1ished
since　June1980．
1．はじめに
　国立防災科学技術セソター（防災セソター）の関東・東海地域地殻活動観測網においては，
地震波形デ．タがテレメータで当↓ソターに集められ，それに基いて震源決定，マグニチ呈
一ド決定などの定常的処理が行われている．マグニチュードの決定は，地震波の最大振幅に
よる方法と振動継続時間（F－P）による方法を併行して用いている．1980年5月現在稼動
Lている地震観測点は26点あるが，これらのうち定常的処理が開始された1979年7月
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関東・東海地域地殻活動観測網の地震観測点（1980年5月）．丸印は今回解析
に用いられた観測点を示す．
The　seismic　stations　of　the　Kanto・Tokai　observationa1network
of　the　Nationa1Research　Center　for　Disater　pre▽ention（NRCDP）．
A11the　data　from　these　stations　are　being　telemetered　to　the
NRCDR　　The　circ1es　with　three　1etters　show　the　stations　used
in　this　study：　The　coordinates　and　　the　sensiti▽ity　and　paper
s　peed　o　f　the　record　o　f　each　s　t　at　ion　are　shown　in　Tab　le　1．The
crosses　sh㎝1the　stations　that　have　been　in　operation　since　May
1980and　the　data　from　those　stations　were　not　used　in　this
stud皿
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以来稼動している18点（図1参照）について，F－P時間（地震記象上での地震動の継続
時間）と，気象庁で決められた地震マグニチュード（MJMA）との関係を求めたのでその報告
をする．
2．F－P時間とマグニチュード’
　総振動継続時間（F－P時問）を用いて，浅い近地地震のマグニチュードを推定する方法
は，地震記象上で波動が振り切れ最大振幅が読取れないような場合でも有効なため，古くか
ら用いられてきた（Kawasumi，1956）．しかし，今回の報告からも解るように，■・P
時問は，観測状況（地震計の特性，あるいは観測点での地盤の応答特性等）に大きく
影響される（渡辺，1973）ため．観測点ごとにマグニチュードとの関係を求める必要
がある．
　一般に，F－P時間を使ってマグニチュードを求める式は，次の形で与えられている・
　　　　　　　〃F＿P＝0。十0．1・g（F－P）十0・∠　　（1）
ここで，〃F＿pはF－Pを用いて決められた地震のマグニチュードである、F－P時間は
秒，」（震央距離）はキロメートル単位で与えられる．Co，01，02は観測点ごとに求め
られる定数である．ただし，C2∠の項は小さいため省略される事が多い・
　Tsumura（1967）は，和歌山徴小地震観測所のデータを使って
　　　　　　　F＿1・＝一2・53＋2・851og（F－1〕）十0・0014」
又は
　　　　　　　〃卜P＝一2・36＋2・851・g（F－p）　（」＜200K伽）
という式を得ている．又，堀（1973）は堂平微小地震観測所の，羽田・酒井（1974）は大
峰観測点（北f言徴小地震観測所）の浅い近地地震の記録を用いて，それぞれF－P時間とマ
グニチュードの関係を求めている．
　ここでは，F－P時間とマグニチニードの関係式として，距離の項を省いた式
　　　　　　　〃F＿P＝0。十C一・g（F－P）　　　　　（2〕
を用い，その係数C0，01を，防災セソターの各々の観測点（図1）について求めた・
3．資　　　料
　解析に用いたデータは，1979年7月1日から1980年5月20日までの期間，北緯33・7
度から37，3度，東経136．7度から141．7度の範囲に，気象庁により震源を決められた408
個の記録である．これらの地震の震源位置は，防災セソターの観測網で決め直L，震央分布
を図2に示した．解析の際には各観測点ごとに，震央距離200Km以内の地震のみを用い
ている。基準（MJMA）になるマグニチ乱一ドとしては，気象庁マダニチュードを採用Lた．
それらのマグニチュード別頻度分布は，表1に示されている・大部分の地震は気象庁マグニチ
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図　2　解析に用いられた地震の震央分布
Fi9．2　　Epicentral　dis　tribu　tion　used　i　n　this　s　tudy　The　hypocen　t　ers　were
　　　　re1ocateo　by　using　the　data　from　the　seismic　stations　of　the　NRCD正…
ユードで，2から4の間に分布している．又
最大マグニチュードは5．9，最小は1．7であ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表
る．
　F－P時間の読みとりには，主に定常業務　　砧b1e1
で読取りに用いている固有周期1秒，減衰係
数0．7の地震計の上下動成分で，紙送り速度
1c　m■秒の多成分ベソ書き記録を用いた．
この記録は，地震時にトリガー信号により記
録器が自動的に起動する方式でとられている
ので，以下これを「トリガー記録」と呼ぶこ
とにする．いくつかの大きい地震に関しては，
紙送り速度0．4c　m■秒，総合感度がトリガ
ー記録の2分の1の長時間連続記録も合わせ
て用いた．観測点の座標及び記象上の感度（
トリガー記録）は表1の第2－5行めに，観
測開始時期は表1の第6行めに示した．
　ここでは，まず定常業務の読取り値のみを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘122一
解析に用いた地震のマグニチュード分
布
Frequency　distribution　of
earthquake　magnitude　ex－
amined　in　this　study
〃＊ 肌（μ）〃 w（〃）
5，9－5．5 6 6
5．4－5．0 3 9
4．9－4．5 8 17
4．4－4．0 31 48
319－3．5 84 132
3．4－3．0 115 247
2．9－2．5 1］7 364
2．4－2．0 39 403
1．9－1．5 5 408
＊JMA　magnitude　sca1e．
　　　　　　　　　　振動継続時間を用いた地震マグニチュードの決定」石田・立川
表2観測点の座標，観測開始日，求められた式（到の係数
丁舳1e2
StatiOnLat Long　．HeightSensitivity＊StartingCo＊＊C1＊＊
code（oN） （。E） （m） ψkine■とm）date
ASG35．3ユ38138．0279386 683 1979．7一3．31 3．42
ENZ35．7360138．8053807 167 1979．7一4．35 3．87
HRM35．5506139．6792一5365420 1975．1O一1．73 2．89
ICH35．4009140．1768．1462800 1979．7一3．39 3．45
IWK35．098139．8741 O 1370 1971．5一3．75 3．59
IWT35．9258139．7381一3601 103 1973．3一6．12 4．53
JIZ34．9129138．9968263 267 1976．12一4．68 4．04
MIN35．1019139．9908100 616 1971．5一3．66 3．54
MOR35．9425140．0044 1 8590 1977．3一2．38 3．06
MSK35．1934137．9391754 166 1979．7一4．88 4．13
NSI34．7870138．8040一422 178 1979．7一3．50 3．64
OHR36．3600139．6924250 318 1978．3一5．64 4．37
OKB34．9500138．2538一30 124 1977．4一4I64 4．02
SHM35．7934140．0238一2277 99 1978．4一5．22 4．10
SMB35．4157138．4834202 162 1979．7一3．94 3．70
TNR34．9078137．885266 172 1979．7一4．64 4．01
TYM34．9708139．848130 1700 1971．5一4．12 3．79
YKI35．7185140．5088■1422510 1979．7一3．03 3．29
　　＊　0n　mu1ti－channe1pen－recorder
　　＊＊Based　on　the　formu1as　in　Fig．6．
用いて得られた結果を示し，次に，この結果を補うため，さらに何をしたか，結論としてど
んなデータを用いたら適当かを検討した結果を示す．
4．結　　　果
　F－P時間を読みとる際，地震動の終了時刻としては一一初動到達時刻以前の常時徴動と同
じ状態に戻ったとみなされる時刻”を判定基準とLている．こうLて，定常処理の一環とし
て読取られたF－p時間と〃〃Aの関係が図3に各観点ごとに示されている．図3の実線は，
観測点ごとに〃〃A（図3の縦軸）を底にして最小二乗法で求めた。直線の係数（（2）式の
00，C1）及びマグニチュードの標準偏差はそれぞれの図の下に示されている．
5．考察および結論
図3で用いたデータには，検討すべき次のような問題点が残されている．
1）振動終了時刻の判定には，読取りの任意性が伴うために，F－P時問の値に個々人の
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図　3
Fig．3
定常業務のF－P時間読取り値と気象庁マグニチュード（〃∫〃■）の関係
JMA　magnitude　Q甘∫∬■）　versus　F－1〕　time　obta　ined　hom　the
routine－base　data　of　the　NRCDP，　at　wh　ich　mu1ti■channe1pen一
爬c0Yders　are　emp　l　oyed．　So1i　d　1ine　in　each　f　igur　e　show　s　the
re1ation　between　JMA　magnitude　andアー1〕　time　obtained　by
us　ing　the　1eas　t－squares　method一，　The　formu1a　and　the　standard
deviation　for　each　solid　1ine　are　shown　on　the　bottom　on　each
figure．
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図　4
Fig．4
上図：著考らによって読み直された南足柄観測点のF－P時間と気象庁マグ昌チュード（〃∫〃ノ）
下図：図3と同じ
△印は長周期成分が卓越しているため，初動と振動終了時刻の判別が困難な地震を示す．
JMA　magnitude　versus　F－1〕t　ime　at　ASG（Mina叫i－A曲jgara）　TheアーP・im・・fth・・pP・・fig。・。w。・。。・。。dby㎝。。f。‘。。。。h。。。壬。㎝d．t．
on　mult　i－channe1pen－recorder．　The　lower　figure　i　s　the　same　as　one　in
Fi＆3．　So1id　triang1es　show　the　earthquakes　which　are　characterized
by　very　low　frequency　seismic　waves．　I　t　is　noticed　that　persona1
errors　in　readingアー1〕　time　are　very　sma11．
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影響が含まれるのではないか．
　2）マグニチュードが大きくなると，F－P時間の求められていない地震（詳細は後述す
るが定常処理では平印で示されている）が増えるため，竹舳＞4では使用可能なF－Pのデ
ータが非常に少なくなっている．特に，気象庁マグニチュードが4．5以上の地震は，HRM，
MOR，OHR，YK　I等感度の比較的低い観測点を除くと，図3には全く示されていない・
こうした大きい地震については，トリガー記録が使えない場合の工夫が必要ではないか・
　まず，問題1）については，F－P時間の読取り働こ及ぽす個人差を調べるため，筆者等
の一人により，振動終了時刻の読み直しが行われた．その際，観測網のほぽ中央に位置し，
使用し得る地震数の最も多かった観測点ASG（南足柄）の記録が用いられた・その結果が
図4の上図に示されている．比較のため，定常業務で読取られた値（図3と同一）に基づく
（F－P）一〃〃λ関係が下図に示されている・図中L・ωル仰舳吻として示された印（△）
は，長周期成分に富んでいるため，初動及ぴ終了の時刻が極めて不明瞭な地震の読取り値で
ある．読み直した事にょり，データの分散はいくらか小さくなっている．その傾向はL0ω
伽σ伽岬とLて示されている地震では，やや顕著である．’しかし，図に示されているように，
どちらの読取り値を用いても求められた回帰係数には，ほとんど差がない・同じF－P時問
に対する咋＿pの違いは表3に示す程度であって，この差は実用上問題にならない．定常
業務での読取りは，習熟した人達によって成されているため，比較的安定Lた基準で読まれ
ていると考えることもできる．今回読み直した経験から，おそらく誰でも少し練習すれぱ安
定したF－P時問の読取りをする事は可能であると考えられる．F－P読取りの個人差は，
実用上はほとんど考慮しなくてよいものと判断される．
　次に間題2）について，なぜ〃〃λ＞4の地震では，使用可能たF－Pのデータが少なく
なっているかを調べた．定常業務の読取りに用いられているトリガー記録は，トリガー条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3薯者等の読み直したF－P時間と定常業務の読取が満たされなくなってから90秒で終　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り直しからF－1〕時問とから求めたマグニチュード
了する・しかし，今回〃〃λ＞4・0の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Tab1e3　〃F＿1〕ob　ta　ined　f　rom　the　dat　a　on
地震を調べてみると，まだ地震動が終　　　　　　　the　top　and　the　bottom　figur・s
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　in　Fig．4．了していないように見えるにもかかわ
らず，トリガーが起動せず，そのまま
終ってしまっている記録が度々ある・
これは，地震の自動判定にハイパスフ
ィルターを通った波形を用いているた
めである．このような地震について，
長時間連続記録（記録感度はトリガー
記録の1／2）のF－P時間を用いて
マグニチュードを推定する事ができる
F－1〕tiIne Magnitude
（SeC） RereadingROutine
200 4．4－4．7 4．1－4．7
100 3．2－3．8 2．8－3．9
50 2．2－3．O 2．1－3．1
30 1．8－2．2 1・8．2・三
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　　　　　　　　　　（F－P）一M」
RSG N＝　93
HJH8
4
2
①o
　　　　X　　　XX
　　X　　　　　　　　　O　　　　　　oO 　。・。う・・’搬
　　　　、・6　　　o、・’o
o　　’’　o
　＆o
　O
　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　　100　　　　　　　F－P－sEc〕
　　　　　　　　　　　　　　　［＝一3．79＋3．67LOG〔F－F〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　S．口．：0，34
図　5　定常業務の読取りに用いている記録（多成分べ：■書き記録・紙送り速度は1cm■sec）の半
　　　　分の倍率の記録（長時間連続記録・紙送り速度はO．4c　m■sec）を用いて読み直した南足柄
　　　　観測点のF－P時間と気象庁マグニチュード（〃∫〃ノ）．最小二乗法を用いて決めたアー1〕時
　　　間とMJMAの関係を実線で示す．求められた関係式は図の下に示してある．破線は図3の実
　　　線と同一である．X印は長周期成分の卓越した地震を示㌃．
酬＆5　F・P　time　at　ASG　obtained　from　the　seismograma　on　1og－term　re－
　　　　cord　rs　whose　sens　itiv　i　ty　is　near1y　ha　lf　as　tha　t　of　the　mu1t　i－c　hanne1
　　　　pen－recorder　and　whose　paper　speed　i　s　O－4cm■sec．　So1id　1ine　i　ndicates
　　　　the　re　l　at　i　on　between　F－P　time　and　JMA　magn　itude　obta　ined　by　　em－
　　　　p1oying　the　least－squares・method．　Dashed　line　is　the　same　as　the
　　　　sol　id　line　i　n　Fig．3．　C　rosses　show　1ow－frequency　se　i　smi　c　waves．The
　　　　fomul　a　and　the　standard　deviat　ion　for　the　so1id　line　are　shown　on
　　　　the　bottom．　I　t　is　noticed　that　there　is　1itt1e　di　fference　　between
　　　　the　so　l　id　and　the　dashed　l　i　nes．
かどうか調べてみた．用いたデータは，1979年7年から10月の4ヵ月間に起こった地
震g3個（1・7く”Jく5．7）で，A　S　Gの長時間記録の読取りに基づいている・図5にその
結果を示す．比較のため，同時に図3の直線を破線で示した．この図から，F－P時間とマ
グニチュードとの関係は，記録上の感度には殆んど影響されていないと考えてさしつかえな
い・羽田・酒井（1974）によっても，同様の事が報告されている．そこで，トリガー記
録上，振動波形が切断されたまま終ってしまづたかに見えるため，図3で使われなかった地
震について長時間連続記録からF－p時間を求め，図3のデータに追加した．こうLて求め
られた値が図6に示されている．図6を見る限り，異なった記録計の読取り値を用いた事に
よるデータの不連続は認められない．抑＿p推定には，図3に比べ，広範囲のマグニチュー
ド（1．7～5．7）に対して適用可能な図6の値を採用するのが，適当と考えられる．
　今まで，トリガーが起動しないため，終了時刻が不明瞭な地震の場合，定常業務でF－P
時間の読取り値に共印を付加L，このようなF－p時間から求めたマグニチュードを，
〃F＿Pの下限と見なしている・この様な地震のF－P時間を，図3のデータに追加し・図7に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一127一
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図　6
Fig．6
図3のデータに長時間連続記録の読取りを加えたア目1・時間と気象庁マグニチュード⑰∫〃■）・
JMA　magni　tude　versus　F－P　time　obtained　f　rom　the　s　eismograms　on
mu1ti－channe1pen－recorder　and　long－term　recorder．　Open　circ1es
represent　the　same　data　as　th■〕se　in　Fig．3，　using　the　mu1ti－channe1
pen寸ecorder．　Crosses　show　the　F－P　time　obtained　with　the　loΩg－
term　recorder．　The　relations　between　magnitude　and　F－P　　time
obtained　in　these　figures　have　been　used　for　the　determination　of
F－P　magnitude　in　the　routine－base　data　processing　at　the　NRCDP．
The　formul　a　and　the　s　tandard　devi　at　i　on　obtained　are　show　on　the
bottom　on　each　figure．
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図　7
Fig．7
振動が続いているにも拘わらず記録が終ってしまったため図3では省かれていたF－P時問も
加えて，気象庁マグニチュードα与〃λ）との関係を示す、
JMA　magn　itude　versus　F－P　time　obtained　from　the　rout　ine－base　data
Th・F－Ptim・…df・・1・・g・・…t・叫＿P＞4）w…　h…　th・tw…
not　used　in　Fig．3　bec　ause　of　the　amb　iguous　ide1lt　i　f　i　cat　i　on　of　seismic
WaVeS．
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示してみた．図6との比較から，トリガーが起動しないような振動は，記録終了の時刻を地
震動終了の時刻とみなして，〃F＿pの推定に用いても大きな違いはないといえる．定常業務
では，この様た場合のみならず，違続して地震が起こったため（群発地震あるいは余震等），
あるいは他の何等かの原因で，初動又は振動終了時刻の読取りが不明瞭になり，F－P時問
の推定が不可能になった場合でも米印で示してある．このため，必ずしも報告書からだけで
は1どの理由によりF－P時問の読取りが不可能なのか区別がつけ難い．従って，記録の見
直しをしない隈り，こうしたデータの使用には注意が必要である．
　結論として，図6に示されたように，一度トリガー記録や長時問連続記録等できる限り多
くのデ・タを用いて・観測点ごとにF－P時間と吟＿Pの関係式を求めておけぱ，総振動継
続時間を読取るだけ（震源位置等の情報を必要としない）で，誰にでも簡単にマグニチュー
ドを推定する事ができるようになる．それ故，〃F＿pは非常に実用的な値であると言える．
利用者の便宜のため・図6の式に基づいて，観測点ごとのF－P時問に対する蛉＿Pの値を，
表4に示した・それぞれの観測点の係数0o，01は表1の第7，8行めに示してある．
6．おわリに
　現在，防災セソターの報告書（幽オ舳仇9伽1肋〃〃帆∫・γ〃パ・D舳棚卯，1979）に載つ
ている”F＿Pの値は，図6の関係式に基づいている．報告書の中で，F－P時間に共印をつ
　表4図6の式に基づいて，F－P時間から求めた各観測点のマグニチュード
丁舳1e4　吻＿1〕　ca1culated　fromア1P　time　at　individua1stat　ions　based　on　the
　　　　for　mulas　in　F　ig．6．
StatiOn F－Ptime（SeC）code202530405070100150200250300400500
ASG1．1 1．5 1．7 2．2 ■2．5 3．O 3．5 4．1 4．6 4．9 5．2 5．6 5．9ENZ0．7 1．1 1．4 1．8 2．2 2．8 3．4 4．1 4．6 4．9 5．2 5．7 6．1HRM2．0 2，3 2．5 2．9 3．2 3．6 4．1 4．6 4．9 5．2 5．4 5．8 6．1ICH1．1 1．4 1．7 2．1 2．5 3．0 3．5 4．1 4．5 4．9 5．2 5．6 5．9IWKO．9 1．3 1．5 2．0 2．3 2．9 3．4 4．1 4．5 4．9 5．1 5，6 5．9IWTO．2 O．2 0．6 1．1 1．6 2．2 2．9 3．7 4．3 4．7 5．1 5．7 6．1JIZ0．6 1．0 1．3 1．8 2．2 2．8 3．4 4．1 4．6 5．0 5．3 5．8 6．2MINO．9 1．3 1．6 2．O 2．4 2．9 3．4 4．0 4．5 4．8 5．1 5．6 5．9MOR1．6 1．9 2．1 2．5 2．8 3．3 3．7 4．3 4．7 5．0 5．2 5．6 5．9MSKO．5 O．9 1．2 1．7 2．1 2，7 3．4 4．1 4．6 5．0 5．4 5．9 6．3NSI1．2 1．6 1．9 2．3 2．7 3．2 3．8 4，4 4，9 5．2 5．5 6．0 6．3OHRO．0 O．5 0．8 1．4 1．8 2．4 3．1 3．9 4．4 4．8 5．2 5．7 6．20KBO．6 1．0 1．3 1．8 2．2． 2．8 3．4 4．1 4．6 5．O 5．3 5．8 6．2SHM0．1 0．5 0．8 1．3 1172．3 3．O 3．7 4．2 4．6 4．9 5．4 5．8SMBO．9 1．2 1．5 2．0 2．3 2．9 3．5 4．1 4．6 4．9 5．2 5．6 6．0TNR0．6 1．0 1．3 1．8 2．2 2．8 3．4 4．1 4．6 5．0 5．3 5．8 6．2TYM0．8 1．2 1．5 2．0 2．3 2．9 3．5 4．1 4．6 5．0 5．3 5．7 6．1
、■■1　　1’ ‘　　「、 ’　　＾ ‘　　＾ ＾　　＾ ＾　　　＾ 一　　＾ ＾　　　＾ ’　　　　　　　　　　　　一 ▲ 一　　　一 一　　　・YK　I11．3　1．6　1．8　2．2　2．6　3．0　3．6　4．1　4．5　4．9　5．1　5．5　5．8
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けて印してある値は，伽イの平均値を求める際には省かれている・今回用いた地震には，
梢深発・深発地震（最深363km）も含まれている．1979年7月から9月の3ケ月間
の地震について，震源の深さO　kmから30k　m，30kmから60km，60k　m以深に
分げて，F－P時間とマグニチュードの関係を調べた結果，震源の深さによる系統的差は見
つからなかった。しかし，調べた期間も短いので，詳細は今後検討していくつもりである．
　筆者等は，ひき続き1980年6月以降稼動し始めた8点（図1の十印）についても，同
様の関係式を求めるため仕事を進めている。今後，新たに観測点が増設されるごとに，同様
の方法でF－P時間と〃トpの関係式を求めていくつもりである。
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